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はじめに・課題と目的・
本稿は、パーゼル規制の最初から今日までを振り返ることによって、日米英巨大銀行の経営戦略の
観点から、その規制の内容と問題点を指摘することによって、巨大銀行の規制のあり方を提起するも
のである。
1 988年に導入されたBIS規制の目的は金融危機の未然防止と国際競争の公平性であった。前
者は2008年のリーマンショックによって、あえなく潰えた。一方、国際競争の公平性は、日本の
都市銀行の成長戦略を、 8%という自己資本比率で縛り、その拡大路線はストップし成功した。
ところが、 1980年代後半から勢力を増した機関投資家によってROE経営が強く叫ばれるように
なると、 BIS規制は英米の巨大銀行にとっても桂桔となった。自己資本比率を維持ないし高めようと
すると、自己資本額を維持ないし高めなくてはならない。しかしROEの計算において、分母である
自己資本が増加すれば、それが低下してしまう。これでは機関投資家に受け入れられないのである。
しかし、自己資本比率規制は、その計算において分母は総資産ではなく「リスク資産」である。こ
のリスク量は、当初のB1 S 1では、パーゼル委員会が設定した資産に対するリスク比率(掛け目)
をもとに算出していた。そこで2007年のBISIIからリスク管理能力が高いとする一部の銀行
は、自らの管理モデル利用を容認して、一部企業向けの掛け目を引き下げ、事実上、規制上のリスク
量を圧縮した。リスク資産の桂桔から解放された一部巨大銀行は、自己資本比率の維持を気にせず
に、 ROE重視の経営姿勢で住宅関連や金融派生商品のピジネスに遁進していったのである。
そしてこれが、リーマンショックの引き金の重要な要因となった。
今回の金融安定理事会 (FS B)による巨大銀行への総損失吸収力 (TLAC)と呼ばれる新しい資
本規制は、国際金融システムの安定化に機能するのであろうか。金融安定理事会は、パーゼル委員会
を自らの下部に位置付け、最低自己資本比率は最高25%とし、安定化に万全のように見える。
しかし、経営戦略的にBIS規制を利用し、そして都合の良いように変更し、自らの利益のために
「悪用」してきた歴史を見ると、今度の総損失吸収力 (TLAC)が、またもROE経営および株主利
益極大化という経営戦略の前に骨抜きにされないという保証はない。
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どうすれば国際金融安定化が実現するのか、パーゼル規制の歴史を振り返ることによって、日米英
巨大銀行の経営戦略の観点から、その規制の内容と問題点を指摘していきたい。
1. B I S規制(バーゼル1)の導入と日米英巨大銀行
(1)日本都市銀行、成長財務の破綻
a.成長行動の制約要因
ここで取り上げる国際決済銀行 (Bankfor International Settlements、以下B1 S)における自己
資本比率規制は、これだけを見ると必ずしも注目すべきものではないように思われるが、日本の主要
銀行の経営行動と関連して観察してみると、きわめて大きな影響が存在している規制だと認識するこ
とができる。
国際的に活動する銀行が、その経営規模の大きさをそれに対応する自己資本の割合に依存するとい
うことは、資産を拡大していこうとすれば、まず自己資本を増加させなくてはならないことを意味す
る。自己資本が容易に増やせる状況にあれば、この自己資本比率規制はそれほど銀行にとって厳しい
ものではない。しかし、株価の低迷など増資環境が悪く、また利益留保を促進するような経営環境に
なければ、この規制は銀行経営にとってきわめて強い制約要因になることは容易に考えられることで
あろう。
とくに都市銀行をはじめ主要メーカーや商社のように、その経営行動において成長指向をとってい
る当時の日本の場合、自己資本比率規制によって銀行の資金供給が制約を受けるということは、メー
カーや商社などあらゆる部門に対する成長制約要因になるのである。
したがって、 B1 Sにおける自己資本比率規制は、それだけで分析、検討されるのではなく、銀
行、とくに都市銀行の経営行動への影響、さらにはメーカー、商社などの財務活動への影響というと
ころまで関連づけて考えてみる必要がある。
b.自己資本比率規制の概要
BISの自己資本比率規制は、銀行規制監督委員会(通称「クック委員会J、1 9 7 5 (昭和
50)年に発足、ベルギー、カナダ、フランス、西ドイツ、イタリア、ルクセンブJレグ、日本、オラ
ンダ、スウェーデン、スイス、イギリス、アメリカで構成)において、 1987年に発表された「自
己資本比率規制に関する米英共同提案jをもとに検討の結果、 1988年7月に合意された銀行の自
己資本比率の国際的な統一基準「自己資本の測定と基準に関する国際的統一化」である。
日本では1988 (昭和63)年12月に大蔵省が通達を出し、 1993年3月までに基準を達成
させるよう行政指導をした。対象は国際業務に携わる銀行で、長期信用銀行、都市銀行、信託銀行
の全行と、地方銀行56行、第二地方銀行13行の計90行であった。この基準は、 1992年度以
降、子会社を含む連結決算ベースで、自己資本をリスク・アセットの総額で除した数字(総資産に対
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する自己資本の比率をギアリング・レシオ、 BIS基準の比率をリスク・アセット・レシオとそれぞ
れ呼んで、いる)が8%以上になることを求めていた。
図表1 自己資本比率規制計算式 (8181)
自己資本
註8%
信用リスク+市場リスク
BISによる自己資本比率規制は、これまでいくつかの間で用いられた規制とは大きな違いがあった。
まず、この比率の算定の分母である資産にそのリスクを勘案したリスク・アセットを採用している
ことである。さらに、オン・バランス項目ばかりではなく、オフ・バランス項目もアセットに加えて
いる。これは、国際金融市場において、金利の変動リスクの増大などを背景にスワップやオプション
に関連する取引の比重が高まってきていたからである。
リスク・ウエートは対象の資産や取引の信用リスクを勘案して設定されている。つまり対象が公的部門
かそれ以外か、担保が付いているかどうか、あるいは残存期聞がどのくらいかなどの組み合わせである。
リスク・アセットにおいては、カントリー・リスクがクラブ方式で決められているが、これについ
ては強い問題点の指摘があった。 OECD加盟国およびIMFのGAB(国際通貨基金の資金力強化
のための協定)資金供給固における中央政府、公共部門、銀行には低いリスク・ウエートが設定され
ている。これは個別の国の政治の安定性や経済実態を考慮しているものではないために、必ずしも合
理的な基準ではないという批判である。例えば、 OECD圏のトルコに対するリスク・ウエートがゼ
ロであるのに対し、非加盟国であるシンガポールには100%が付けられており、合理的な資金の配
分が歪められる可能性があるというものである。
C.株式含み益と8%以上基準
次に算定の分子になる自己資本であるが、これは二つのカテゴリーに分けられる。基本的項目と補
完的項目がそれである。そして補完的項目は、基本的項目と同額までが算入可能となっている。前者
は株式および公表準備金であり、後者は非公表準備金、一般引当金または一般貸倒引当金、株式含み
益、負債性資本調達手段、期限付き劣後債などが構成項目である。
この自己資本において、議論になったのが「株式の含み益」である。日本経済研究センターの
1992年3月期決算をもとにした試算によると、長期信用銀行、都市銀行の有価証券含み益は、日
経平均株価の1000円の下落で約2兆円減少するとしていた。リスク・アセットを一定とすると、
自己資本比率は1000円下落するごとにO.22%低下すると試算していた。
このように株価の下落によって自己資本比率が変化し、そのことから銀行の資産規模が影響を受け
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ることは、金融市場の規模が株式市場の状況に依存することであるから、 「株式含み益」は自己資本
の算定項目に加えるべきではないという批判もあった。
次の問題は、リスク・アセット・レシオの8%という数字である。自己資本比率が何%であれば十
分かといったことは簡単に決められることではない。また 8%が単なるモニタリング指標であればと
もかく、一律の基準で全ての銀行を規制してしまうことは適当であるかどうかという問題も存在して
いた。もとより、各行の自己資本比率はそれぞ、れの銀行の自主的な経営判断で決定されるべきだとい
う指摘である。
8%という数字が妥当なものであったかどうかはともかくとして、この数字は突然に提案されたも
のではないことも事実である。これは、この規制の提案国であるイギリスとアメリカの圏内における
銀行規制の経験のなかから作り出されたものであるといえる。
イギリスにおける銀行監督機関である英蘭銀行は、 1975年10月にすでに銀行の健全性を測定
する尺度として資本構成比率(資本/加重総資産)を採用していた。また 1985年10月からは
オフ・バランス取引までも資産項目に含めて同構成比率を算定している。そしてどの程度のパーセン
テージが妥当な比率か十分に議論されていたといわれる。したがってイギリスではBIS規制導入以
前に自己資本比率規制が行われていたため、日本のような経過措置をとらず、導入当初からBIS基
準の8%達成を義務付けたのである。
またアメリカは1981年12月、通貨監督局と連邦準備制度理事会がリージョナル・パンクとコ
ミニュティー・パンクに対して自己資本比率ゾーン制度を導入している。また連邦預金保険公社も州
法銀行に独自の同比率のガイドラインを設定して、資本不足の銀行に対して検査・指導を強化した。
そしてその結果、ハイリスク業務や簿外取引に傾斜した銀行行動に対応して、さらに1986年「補
完的自己資本基準」ゃ「リスク・アセット・レシオ」の概念を導入した。したがって、 BIS基準導
入以前からこの種の規制が実施されていたのである。
このように8%という数字は根拠のない比率ではなく、イギリスとアメリカの銀行監督規制の経験
の中から生み出されたものであり、突然、導入されたものではない。
d.信用リスクの回避
こうした国際統一基準が導入された理由であるが、まず第一は、自己資本比率の一定程度の確保は
信用リスク(与信先倒産の危険性)の回避につながるということである。世界的な規模で拡大する信
用の授受は、一聞の金融システム管現でそのリスクを排除することは不可能である。また各国の経済
基盤の強弱は様々であり、一つの箇所からの信用の破綻は世界的な金融システムの破綻につながらざ
るをえない。こうした信用リスクの回避がBIS規制導入の一つの背景である。
たとえば、一つに、金融自由化を背景として各国銀行は、信用リスク、金利リスク、為替リスクに
直面している。とくに信用リスクについて述べると、金融の国際化の進展により、国際的に活動して
いる一つの銀行がリスクに見舞われると、即座に国際金融市場に影響が出て来る。具体的には、ユー
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ロ市場では、準備率の規制が緩やかなために信用創造が大量に行われるので、自行の貸出や出資金に
占める不良債権の割合がどのくらいあるか確認することができない。したがって、ひとたびある国で
信用不安が発生すると、取り付けが起きる可能性が高いのである。ヘルシュタット銀行の破綻が発生
したときに、国際金融市場が大きな影響を受けたのがその一例であり、クック委員会もそれを契機と
して設置されたと言われる。
二つ目の具体例としては、累積債務の問題がある。世界銀行の推計によれば、途上国の対外債務残
高は 1989 (平成元)年末l兆2900億ドルといわれた。途上国の債務の増加は、経済開発を目
指しての多額の外貸借り入れが直接の原因だが、石油危機の結果、先進国の経済の停滞が長引き、途
上国の輸出が鈍化したことに加えて、 l次産品の市況悪化が影響したことから、貿易赤字と債務が急
増した。とくにメキシコは 1982年8月、債務不履行に陥り、国際的な金融不安を醸成した。その
ため、債務国側は一連の事態改善措置を講じたけれども効果が上がらず、 1986年に債務問題が再
燃する。続いて 1987年2月にはブラジルが中長期債務の利払い停止を宣言、再ぴ累積債務に発す
る国際金融危機が高まった。先進閑側はサミットなどを通じて、債務の株式化、 IMFによる金利保
障制度、世界銀行による国際投資保障機関、債務の全額ないしは一部帳消しなどの対策を打ち出し
た。このような累積債務の問題は、とくにアメリカなど途上国に債権の多い欧米の各銀行に強い信用
リスクをもたらし、この回避のためにBIS規制導入が図られたのである。
e.競争上の不平等の排除
国際統一基準導入の理由の第1が、金融の国際化と累積債務問題とするならば、第2は各国銀行
聞の競争上の不平等の排除であると言われた。そして、とくに日本の信用の当時の急激な膨張が最も
大きな導入理由とされた。
日本製品の競争上の優位と土地や株式の資産価格の上昇は日本に少なからざるマネーを招き寄せた
図表2 上位10銀行(資産額基準)推移
(単位=百万ドル)'¥ま 1980年 1985年 191年
銀行名 国 資産額 銀行名 国 資産額 銀行名 国 資産額
シアイコー プ 米国 109，51 シアイコー プ 米国 167，201 第一勧業銀行 日本 445，707 
2 パンク・オブ・アメリカ 米国 106，803 第一勧業銀行 日本 157，659 住友銀行 日本 427，102 
3 クレディ・アグリコル 仏国 106，646 富士銀行 日本 142，128 三菱銀行 日本 424，679 
4 パリ国立銀行 仏国 105，584 住友銀行 日本 135，388 さくら銀行 日本 420，348 
5 クレディ・リヨネ 仏国 98，833 三菱銀行 日本 132，939 富士銀行 日本 418，956 
6 ソシヱテ・ジヱネラル 仏国 70，794 パリ国立銀行 仏国 123，081 三和銀行 日本 41，704 
7 パー クレイズ 英国 88，474 三和銀行 日本 123，008 クレディ・アグリコル 仏国 309，203 
8 ドイツ銀行 独園 88，242 クレディ・アグリコル 仏国 122，891 農林中金 日本 306，933 
9 ナットウエスト 英国 82，447 パンク・オブ・アメリカ 米国 114，751 クレディ・リヨネ 仏国 306，335 
10 第一勧業銀行 日本 79，451 クレディ・リヨネ 仏国 11，458 日本興業銀行 日本 302，418 
出所:“Bankers"各年版より作成。
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が、その集中されたマネーは株式持合いなどによる錬金術によってさらに拡大され、海外の不動産の
取得や企業のM&Aに向けられた。いわゆるジャパン・マネーの出現である。
日本の信用の膨張がいかに急激なものであったかは、例えば図表2I上位10銀行(資産額基準)
推移」をみれば明らかである。銀行の資産規模番付の上位10 位に1980年にはl行であったもの
が、 1991年には8行もの日本の銀行がひしめいている。こうした日本の銀行の成長を目にした英
米の銀行関係者は、欧米と比較して日本の銀行が必ずしも自己資本比率にとらわれず資産を拡大でき
るという制度的な不平等が根底にあるとみた。そのため彼らは、自己資本で資産の規模を縛る自己資
本比率規制をBISの銀行規制監督委員会に提案したのであった。
f.都市銀行の対応
B 1 S規制が導入されてから日本の主要都市銀行はどのように対応してきたのであろうか。
1990年前後の動きを紹介しておこう。
1 988 (昭和63)年末の導入当初、銀行はB1 S規制をいささか甘くみていたといってもよ
い。しかしそれは根拠のないことではなく、分子である自己資本の算定に株式の含み益が含まれてい
たからである。導入当時は日本の株価は上昇の途上にあったから、この含み益でもって十分に8%の
基準自己資本比率をクリアできると考えていたのであった。
しかし 1989年末を境にして株価が下方局面に入ると、この株式含み益は急激に縮小した。そ
して当初の基準自己資本比率も次第に低下傾向を示し、日経平均株価がl万4000円台に入った
1 992年の前半は、基準をクリアすることはきわめて厳しい見通しとなった。
株式の含み益の縮小に伴い、代わりに登場してきたのが劣後ローンである。劣後ローンとは、倒産
などの事態が発生した場合に、債権者に対する元利金の支払いを、他の債権者に対する債務の履行よ
りも後順位におく旨の劣後特約を付して行われる無担保の貸付債権である。当初は調達コストが高い
ということで、これを積極的に利用する銀行と消極的な銀行とに二分されたが、含み益の急激な縮小
に劣後ローンの取り入れはきわめて積極化した。
そしてさらに、優先株と永久劣後債との発行によって自己資本の増強が図られた。
優先株についてさくら銀行のケースをみてみよう。同行は、 1992年3月30日に設立した海外
子会社を通じて「ユーロ円建さくら銀行保証付交換優先株式J(以下、優先株式)を 1000 億円
発行した。優先株式は、議決権が制限されるが予定配当率(非累積型)を支払うことで、自己資本比
率規制上、普通株式と同じ碁本的項目に組み込めるだけでなく、劣後ローンと異なり最的な制限が
ない。予定配当率が魅力的であれば、株価低迷時でも発行しやすい。さくら銀行は予定配当率6.
75%、普通株式への交換(転換)価格は92年3月19日の株価終値に1. 15を乗じた価格とし
た。この優先株の発行で同銀行は基準自己資本比率をO. 45%引き上げる効果があるとしている。
大蔵省は、さくら銀行が合併で増資の機会を逸した特殊事情に加え、自己資本比率達成のため貸出
の抑制が行き過ぎないよう初めて同銀に優先株発行を認めたのである。ただこの場合、わざわざ海
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外子会社を設立し、その子会社の優先株をさくら銀行本体の株式と交換し、さらにその交換のために
ユーロ円建て転換社債1000億円(利寧5. 4 %)を発行するという複雑さである。そのため都市
銀行各行でつくっている「都銀懇話会」は銀行本体による圏内での優先株発行に向けての作業部会を
設置して、商品設計や発行方式など細目を詰めたと言われている。
劣後債とは、発行企業が倒産の際、社債の弁済順位が担保付き社債、無担保社債、銀行の貸付債権
などにより劣後するが、優先株や普通株には優先するものをいう。これには期限付き劣後債と永久劣
後債で、たとえばさくら銀行は 1992年7月に8億ドル、富士銀行は同年8月5億ドルを発行した。
永久劣後債は自己資本比率規制上、補完的項目資本ではあるが、同じ分類の劣後ローンが基本的項
目資本額の最大限50%までしか参入できないのに対して、この永久劣後債は、 100%まで繰り入
れられる。劣後ローンが限度いっぱい近くになっている場合はきわめて有効である。
ただ、この債券の資金調達コストはロンドン銀行間取引金利にプラスO.7-1. 0%とされてお
り、もともと割高の劣後ローンよりもさらにO. 5%程度コスト高だとされた。しかも購入者にとっ
てこれには為替リスクがついて回ること、償還期限がない上に、売買市場の不在など流動性リスクが
高すぎる。当初購入に前向きだった生命保険会社や商社も消極的になり、手元資金の潤沢な大手スー
パーがお付き合いで消化したとされる。
自己資本を増加させる方法は、株式の含み益、劣後ローン、優先株、永久劣後債の利用の他に、資
本金や公表準備金そのものを増やすことが考えられた。しかし、株式の発行による有償増資は、株価
の低迷で不可能であるから、公表準備金を積み増すしか方法がない。しかし、公表準備金を増加させ
るためには、前提として利益を確保しなくてはならない。利益の確保の実現は、収益の拡大とコスト
の抑制であるが、当時の景況の悪化により収益の拡大を現実化させることは不可能であった。した
がって大事なことはコストの抑制だが、その方法はこつである。
まずーっは、資金調達コストの低減化であるが、当時の公定歩合の引き下げと資金需要の低迷はコ
ストを大きく低下させ、業務純益を増加させた。もう一つは、経費の削減であった。景気の後退で各
都市銀行も合理化策を打ち出したが、たとえば経常経費の削減、採用の抑制、そしてバブル崩壊によ
る内外営業所の閉鎖などである。そして調達コストの低下、経費の削減による利益の確保は、役員報
酬のカットなどによる利益分配の抑制で利益留保を実現して自己資本の増加につながった。
以上が自己資本の増強策であったが、他方、分母である資産局面はどうであったか。
ここではまず貸出債権の売却と信託活用型の債権流動化についてみてみよう。
貸出債権の売却は、 19 9 0 (平成2)年3月に解禁されたが、各都市銀行は地方銀行や外国銀行
に10億円から数十億円の単位で処分していると伝えられた。 1992年3月末の都市銀行、長期信
用銀行の債権譲渡残高は約l兆3000億円に達した。
一方、信託活用型の債権流動化の方式は、都市銀行が生命保険、損害保険会社などに貸出債権を売
却、保険会社が信託銀行と信託契約を結ぴ、債権を裏付けとした受益権証書を小口化して年金基金な
どに転売する仕組みである。貸出債権売却方式は、 l件ごとの貸出債権を金融機関、商社などに直接
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譲渡するため、小口の中小企業向け債権の売却が進まないという問題がある。信託方式は小口債権を
一括して売却できるうえに、受益権証書の小口化で投資家のすそ野を広げる効果もあるといわれた。
債権流動化のほかにアセットに関連するものには、遊休地の売却や内外庖舗の統廃合も合理化政策
の一環として行われているが、さらに支庖のリースパック方式も検討された。富士銀行など複数の都
市銀行は、支店を土地ごと関連会社などに売却し、あらためて賃借りするリースパック方式の採用を
検討し始めたと伝えられた。市街地にあって時価が高い一方、土地の取得や支庖の開設が古く、帳簿
上の取得額が低いケースほど売却益が出る。こうして利益を、巨額に達している不良債権の償却など
にあてる一方、資産が縮小されればBIS規制対策にもつながるとみられた。
その後、株価が回復し、含み益も増えたこともあって、基準達成が求められた 1993年3月の
8%はクリアされた。しかし、この含み益が今後とも自己資本規制への対応で中心的な役割を果た
せるかは厳しいものがある。なぜならその規模が当初と比較して急減したからである。自己資本に
対して含み益が49.8-63.5%の貢献をしていたものが、 1 995年3月期には4. 9-
12. 9 %の役割しか呆たせなかった。これは言うまでもなくバブルの崩壊による株価の暴落と低迷
によるものだが、このことによって含み益は1991年以降BIS規制の有力な対応手段となりえな
かった。
合み益が対応手段となりえなかったにもかかわらず、各都市銀行が基準の8%以上を達成したのは
なぜ、か。含み益に代わったものは、劣後ローンである。自己資本額に占める劣後ローンの割合をみる
と、 1989年3月期には皆無ないしは微小で、あったものが、その後急増して1995年3月期には
30%前後を占めている。
この劣後ローンをどこが都市銀行に提供しているか最初はわからなかったが、 1994年7月に発
表された公正取引委員会の調査によって明らかになった。この調査は金融機関の同一メンバー企業
への貸出金の比率の状況を分析しているが、 1989年度と 1992年度を比較してみると、これが
3. 13から3.72%に上昇している。都市銀行と信託銀行が微増ないしは低下しているにもかか
わらず、この比率が伸びているのは生命保険会社と損害保険会社が積極的に都市銀行と信託銀行へ貸
し付けているからであり、しかもそのほとんどがこの劣後ローンであったのである O
この劣後ローンが含み益に代わるものであり、生命保険会社、損害保険会社から同じグループの都
市銀行、信託銀行への融資であり、その意味においてBIS規制への対応はやはりグループを背景と
して展開されているということは明らかである。
このように、各都市銀行は当面の短期的対応として、分子面では劣後ローンや劣後債券による調達
で不足資本を補う一方、分母面では債権の流動化など資産圧縮を図ることで、 BISの基準をクリア
しようとしたのである。
しかし、金融の国際化と自由化の進展のなかにあ。て、こうした短期的対応をいつまでも繰り返し
続けていくわけにもいかない。中・長期的展望をもって、 BIS対策を展開する必要がある。自己資
本比率規制が導入された当初、日本の上位都市銀行はこれを総資産利益率 (ROA)経営で乗り切る
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方針でいた。従来のやり方を多少変形して低金利預金の大量集中(低い自己資本比率)→高い利ザヤ
での大量貸出(資産拡大)→高位の総資産利益率→利益を自己資本に転化→資産拡大というかたちで
対応していこうとしたのである。つまり、規模・シェア拡大の経営から資産と利益をともに拡大する
成長指向のROA経営の転換である。
若井恒雄氏(三菱銀行頭取、当時)は資産削減の政策を採用しない理由について次のように述べて
いる。 r銀行経営もメーカー経営と同じで設備の最適規模というものがあり、稼働率がある程度以下
になると設備コストが収益への圧迫要因に転化する。第3次オンには膨大な経費を投じている。その
設備コストを回収するためには、一定程度以上の業務量がなければならない。特にリテールの業務量
がなければコストをベイできない。庖舗数を削り、取引先を削る縮小均衡に進むと、導入した大型コ
ンビュータが無用の長物になってしまう恐れがあるJ(r総資産拡大競争の終罵ー自己資本比率規制
がもたらすものーJr金融ビジネスJ東洋経済新報社、 1988年2月号、 17頁)。
大型コンピュータへの大規模で長期の投資を回収するためにはそれだけの売上をあげる業務量が必
要だという若井氏の主張はこの限りでは受け入れられる。しかしそれでは、なぜそれだけの大型投資
をしたのか、この疑問がわいてくる。大型投資をしなければ、それだけ業務量を増やさなくて済むわ
けで、大幅な資産圧縮も可能であったはずである。このように考えれば、むしろ大事なポイントは、
大型投資をした理由、あるいは業務量を一定規模確保しなければならない理由、これを明らかにすべ
きである。
日本の都市銀行の企業目標はユニバーサル・パンク戦略に基づく成長性の維持だと言われてきた。
当時、アメリカの主要株主が個人・機関株主であるのとは異なり、日本のそれはメーカーや商社の取
引先株主である。取引先株主は、利益をたくさん分配しろとか株価を高くしろとかといったリターン
についての強い要求はしないが、もっと貸出金を多くしろとか金利を安くしろとかいうような金融面
でのサーピス、あるいは設備や備品を購入する時はうちのものを使ってほしいとかのような取引面で
の拡大を求めてくるのである。これらの取引先株主の要求に応えていこうとすると、都市銀行は究極
的には資産や業務を拡大していかざるをえないのである。
つまり、一定程度の成長性を維持していくということになる。若井氏は成長性の維持の象徴として
大型コンピュータへの投資をあげたが、これは取引先株主の要求にそった企業目標の具体化に他なら
ないのである。
若井氏の発言にみられるように、上位の都市銀行は、取引先株主を意識して、成長指向のROA経
営という、白日資本比率規制に対応する長期的対策を示した。ところがこの成長指向のROA経営
は、 1990 (平成2)年以降の株価の暴落と低迷によって破綻してしまった。株式の含み益が急減
したからである。株式の含み益が駄目なら増資という方法だが、その後の株価の動向はそれにも道を
閉ざした。
しかもBIS規制の達成が危ぶまれたことから格付けが低下し、資金調達コストが高くなり、利益
も圧迫してしまった。したがって、その後、成長指向のROA経営に代わり、資産を圧縮し利益を維
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持するかたちの縮小型ROA経営に転換したのである。
BIS規制下において、都市銀行が自己資本比率と ROAを重視することになると、それらの経営
行動は従来と大きく異なったものになってくる。
まず自己資本比率の向上ということから、預金の拡大よりも株式資本金や剰余金を増やすことが重
視されるが、日本の株式市場は低迷が続いていたので積極的な増資は不可能で、あった。そこで利益剰
余金を増やすために強い収益指向を示した。
またROA重視ということから運用利回りの強化を図った。従来は薄い利ザヤの大量貸出によって
利益量を確保してきたが、貸出量を一定に抑制しなければならない当時においては、高利益率の資産
運用にシフトしなければならなかったのである。
さらに、 BIS規制は単なる自己資本比率の改善ではなくリスク・アセット・レシオの確保を求め
ていることから、低リスク資産への指向がいっそう強まった。保有する債券の利回りが同じであれ
ば低リスクの公共債へ、また貸出債権も同じ利回りであるならば民間よりも公共的な債権が選択され
た。さらに利益率が同じならば、オン・バランスの資産運用よりもオフ・バランスへの取引が求めら
れた。
他方、メーカー・商社などの企業サイドは、バブルの崩壊と景気の後退・低迷に加え、エクイ
ティ・ファイナンスの償還を迎え負債コストが大きく上昇するため、収益性の観点から設備、土地、
有価証券などあらゆる資産の洗い直しを行い、効率型財務への指向を強めざるをえない。また人件費
や様々なコストの削減も進められ、利益率強化が図られるなど、成長指向の財務は大きな曲り角にき
たのであった。
銀行サイドにおける利益・低リスク指向と企業における利益・効率指向とは、銀行と企業とのこれ
までの取引関係に大きな変化をもたらした。とくに、日本ではメインパンク・システムという諸外国
では他に例をみない銀行と企業との特有の取引関係が存在していた。メインパンク・システムとは銀
行と企業との取引関係が全体的・一般的ではなく、部分的・特殊的なものであるということだが、こ
れまでこうした関係のなかで都市銀行が特定の企業に低利で大量の貸出を行い、他方、その資金で成
長した同系の企業が逆にまた低利で大量の法人預金を特定の銀行に預けることによって、銀行も企業
もともに成長してきた。
しかし、都市銀行が自己資本比率およびROA重視の行動を展開するようになると、とれまでの低
利・大量貸出は不可能になり、高利で少量の貸出を行うようになってくる。企業の運転資金での貸出金
利やCPの引受など各種の手数料は引き上げられ、銀行にとって総合的取引採算の悪いものは取引の
中止が告げられたのである。また設備資金についても、これまでのような貸し継ぎは圧縮され、高い
貸出金利を要求すると同時に、銀行が受託手数料を稼げるような社債発行が注目されるようになった。
また他方、都市銀行の資金調達で低コスト指向が強まりメーカーや商社による法人預金に対して供
給の量的な側面は現状を維持しながら、利子についてはいっそうの切り下げを要請した。
これに対して企業サイドは、運転資金については効率活用につとめつつ、設備投資については圧縮
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された内部資金の範囲に限定していくというふうに、成長・規模型財務から利益率・効率型財務への
転換を余儀なくされた。そして、余剰資金の運用にあたっては利益率を考慮して高利の運用を図ろう
とした。また資金調達においても低利のコストを指向するようになったのである。このように運用と
調達の両面においての利益率・効率型財務への転換は、メインパンク・システムに大きな変化をもた
らしたのである。
たしかにこれまでは、メインパンク・システムについては資金の貸借関係や金利などの側面だけで
なく、審査・管理コストの節約の側面からもその合理性が主張された。例えば、銀行団が大規模な協
調融資を行う場合、多数の金融機関が同じ程度に複数の審査・管理を行うよりも、恒常的な関係をも
ち企業をウオッチングしているメインパンクが存在しているほうが、審査・管理コストを節約できる
というものであった。しかし、都市銀行が高利の小量貸出を指向するようになると、こうした意義を
もっ管理・審査コストは相対的に高いものにならざるをえない。アメリカなどの場合は、企業の評価
のためにディスクロージャー制度や格付け制度が発展していて社会的負担によってこれらのコストの
節約を闘っているが、日本においては当時、アメリカのように両制度は発展・充実していなかったの
である。したがって、メインパンク・システムは審査・管理コストの側面から見直しがせまられたの
である。
以上のように、 BIS規制は、銀行の資産規模の拡大を自己資本の大きさで縛ろうというものであ
る。したがって銀行が貸出という資産を増やそうとすれば、それに見合った一定の資本金や準備金と
いう自己資本を確保しておかねばならないということになった。逆に言えば、資本金や準備金がそれ
なりに確保されていないと、むやみに貸出はできないということになった。
したがってBIS規制以降においては、このように総資産の拡大について自己資本比率の制約が課
せられたのである。その結果、自己資本比率を維持できなければ総資産を増やすことができない。総
資産を増やすことができなければ、同じ資産でも利益の高いものへシフトせざるをえない。逆に言え
ば、同じ資産であれば利益率の高いものにシフトし、その利益を自己資本に転化し、自己資本比率を
維持・上昇させ、そして新たな資産を増やしていくという経営に転換せざるをえないのである。つま
り、銀行経営は総資産利益率 (ROA)が問われることになったのである。
ROAを引き上げる方法は二つある。一つは利益を資産の伸び以上に上昇させるやり方(拡大型R
OA経営)であり、もう一つは利益をできるだけそのままで維持して資産を縮小させるやり方(縮小
型ROA)である。前述したようにパプル崩壊以降、都市銀行がとった方法は、銀行経営環境の悪化
のなかにあって縮小型ROA経営であるが、これは景気後退期における短期的な展開であって、日本
の上位都市銀行は、中長期的には拡大型ROA経営への転換を目指していたのである。
したがって、上位都市銀行の拡大型ROA経営が、企業の財務活動にいかなる影響を与え、銀行と
企業との取引関係=メインパンク・システムにどのような変容をもたらしたか。
たしかに景気の長期低迷や不良債権問題などによってメインパンク・システムの見直しがせまられ
たなか、都市銀行はコストの低減を図るために、資金規模や営業組織の縮小、そして人員の削減を図
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る一方、手数料業務の拡大を目指した。また企業のほうも、資金調達の多様化・効率化と利子・手数
料のコスト削減を求め行動した。
したがって、メインパンク・システムは、従来の資金取引から総合取引の関係へと移行した。たと
えば、大企業においては社債受託などの増加がそれであるし、中小企業ではCP引受など新たな取引
が育った。また高収益化を目指して消費者ローンも積極化した。
しかしながら、都市銀行の自己資本比率・ ROA重視と利益率・効率型財務への転換とそれに基づ
くメインパンク・システムにおける総合取引化は、スムーズに行われない。なぜなら、メインパン
ク・システムは成長・規模拡大指向のための仕組みとして構造化されていたからである。
これまで述べてきたように、メインパンク・システムは、都市銀行が大量の低利資金を供給し、そ
れによって成長した主要メーカー・商社が逆に低利の預金令する。この相互取引によって両者は成
長してきた。それにもかかわらずこの依存関係を清算して、都市銀行は高い利益が期待できる運用に
切り換え、しかも法人預金については従来と同じように低利で資金を預けさせることが可能で、あろう
か。一方、メーカーや商社にしても法人預金を引き出し高利回りの運用をし、さらにメインパンクを
無視して他から安いコストの資金調達ができるであろうか。
都市銀行の自己資本比率重視 'ROA重視および企業の利益率・効率型財務重視にとって、メイン
パンク・システムがどのような障害となったか、いくつかの事例をあげよう。
たとえば、まず普通社債の保証料について、各都市銀行はその料率の引き上げを企業に求めた。この
ことは、 ROA重視の都市銀行からすれば当然の行為であるが、効率的な資金調達を求める企業サイ
ドからすれば財務コストの上昇につながった。したがって企業は、他の金融機関の保証に乗り換えた
いが、これまでのメインパンクという特殊な関係が存在しているから簡単に乗り換えができなかった。
銀行保証との関連でもう一つ事例をあげよう o メインパンクの自己資本比率が低いと信用リスクの
評価の側面から格付けが下がる。低下した銀行の保証では、債券の利率を引き上げないと企業として
は発行できない。債券利率の上昇は、企業にとって財務のコスト負担の増加であるから、格付けが低
下するような銀行の保証はしたくないし、可能ならば他の銀行に乗り換えたい。しかし、従来の系列
関係から、そのメイン銀行を断ち切ることが出来ない。
この都市銀行の格付け低下は、さらに海外での債券・銀行間借入の調達コストを上昇させた。銀行
の調達コストの上昇は結局、貸出金利の引き上げにつながり、効率化を進める企業財務に大きなコス
ト負担となる。他の銀行を利用したいところだが、メインパンク関係がそれを許さなかった。
さらにもう一つ例をあげてみよう。都市銀行は自己資本比率向上のために劣後ローン・債券の取り
入れを積極的に行ったが、これら劣後債券は同系の保険会社が購入していると言われた。そして同系
の企業もお付き合いで消化していると言われた。劣後債券の金利は、ロンドン銀行間取引金利 (L1 
BOR)よりプラス 0.8%に設定されているので収益面では問題はないが、為替リスクや流動性リス
クの側面では危険性が高いとされた。なぜなら、当初、これら劣後債券は外貨建てであったし、償還
期限が不明確なこと、売買市場が未熟なことなど、必ずしも収益性以外の側面のリスクが低くないか
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らである。
銀行の大量調達の結果、これら保険会社や企業の為替、流動性リスクは高まったと言われており、
本来ならば購入を断りたいところだが、今後の銀行との付き合いを考えると拒否するわけにもいかな
いということになっていた。
メインパンク・システムという銀行・企業間関係は、企業サイドからは日本型財務システムと呼ば
れ、長期的・継続的取引による安定的経営、そして調達コスト・投資リスクの軽減ということで、こ
れまで圧倒的な国際競争力の源泉であると評価されてきた。しかし、成長・規模拡大型財務から利益
率・効率財務への転換が求められていた当時、この日本型財務システムへの評価は競争力の源泉から
桓桔へと転換したのである。
2. B I S規制(パーゼルn)の導入と日米英巨大銀行
a.証券化ビジネスへの途一自助努力の尊重と拡大した裁量性一
B 1 S規制におけるパーゼル Iは、 1988年に信用リスクを対象にして導入されたが、さらに
1 996年、取引勘定に関連して市場リスクを対象にする改訂が行われた。
しかし、自己資本比率を一律に課すには、銀行が有する金融資産の価格変動リスクの総量や割合
(これをエクスポジャーと言う)が適切に測定出来ないということで、実施が困難とされた。
そこで1988年からパーゼル銀行監督委員会のもとで見直し作業が行われた。 1999年6月、
200 1年1月、 2003年4月と 3度の市中協議を経て、 2004年6月にパーゼルEは最終合意
として公表された。
そして日本においては、 2007年3月から導入された。
図表3 自己資本比率規制計算式 (8ISU)
自己資本(8151と同じ)
ミ~8%
信用リスク+市場リスク+オペレー ショナル・リスク
パーゼJレEの特徴でもっとも重要なことは、 「金融機関の自助努力が尊重され、自己資本比率の計
算に反映できる金融機関に対してインセンテイブを与える方法が適用」されたことである。
つまり、リスク管理を合理的な方法で実施している金融機関は自己資本比率が8%以下であっても、
問題とされないというインセンティブが付与されたのである。例えは良くないかもしれないが、交通
Jレールをしっかりと守っているドライパーはより簡単な講習で免許が更新されるようなものである。
したがって、これらの金融機関は8%以下の自己資本比率で銀行業務ができるので、それだけ資産
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運用や管理での裁量の幅が拡がるということになる。
そしてこのことが、サブプライムローンの拡大や投機的な金融商品への投資拡大に繋がったと見る
こともできる。つまりパーゼルEの特徴でもっとも重要なことは、金融機関の自助努力が尊重され、
自己資本比率の計算に反映できる金融機関に対してインセンティプを与える方法が適用されたことで
あるが、このことが、その後大きな問題となる証券化ビジネスへの途を聞いたということになる。
b.パー ゼルEの概要
まず改正された最低自己資本比率規制を見ていこう。
ノTー ゼJレEにおいては、まず分子の自己資本はパーゼルIの内容と同じであるが、しかし信用リス
クについては、これまで単一の計算方式しかなかったものが、ここではこれまでの規制を一部修正し
た「標準的手法」と行内格付けを利用して借り手のリスクをより精密に反映する「内部格付手法」の
うちから自らに適する手法を選択することができるようになった。
次に市場リスクは、パーゼルIとほぼ同じ内容だが、ここではオペレーショナル・リスクが新たに
加わった。これは、事務的な事故や不正行為で損失が生じるリスクであるが、ここでも収入利子か
ら支払利子を差し引いた粗利を計測する方法と、過去の損失実績などをもとに計測する方法のうちか
ら、銀行自身が自らの選択で、その手法を採用できるようになった。
さらに監督面では、金融当局や中央銀行は、銀行自身が資本戦略面で経営上必要な自己資本額を決
めて、それの妥当性を検証するということで、銀行に強い裁量性が与えられた。
加えて第3は、金融当局による規制のみではなく、市場規律を通じて実効性を測るものとしてい
る。これは、銀行の抱えるリスクが複雑化・高度化しているので、金融の安定したシステムを確保す
るためには、規制で最低自己資本比率規制を課すだけでなく、市場規律にゆだねたほうがよいという
考え方から導入された。
個々の項目について整理して見ていこう。
C.信用リスク・市場リスクにおける選択的計算
信用リスクについては、パーゼルIでは単一の計算方式しかなかったが、バーゼルHでは銀行が既
存の規制を一部修正した「標準的手法」と、銀行内格付けを利用して借り手のリスクをより精密に反
映する「内部格付手法」のうちから自らに適する手法を選択できるとした。当初、 BIS規制は、信
用リスクに対応するものであったが、しかしその後マーケット・リスクやオペレーショナル・リスク
(事務事故や不正行為で損失が生じるリスク)も加味するようになった。
d.金利リスクと裁量的ルール
金利リスクについて、米国連邦準備理事会は、金利が予想外に変動し、大きな損失を受ける可能性
が銀行に生じた場合、通常の自己資本比率基準よりも高い比率を要求する方針を決定し、新基準の原
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案を提示した。
たとえば総資産100億ドルの銀行で、市場金利が1%上昇した場合、資産価値が6億ドル減少
し、負債価値が4億ドル減少すれば、その銀行が受ける損失は2億ドルと予想され、総資産に対する
比率は2%になる。もし連邦準備理事会が決める許容限度が1%ならば、この銀行は超過分の1%に
相当する自己資本(つまり 1億ドル)を通常の自己資本比率基準とは別にもっていなければならない
というもので、あった。
しかし、この米国の提案における金利リスクに関しては、各国での対象金融資産の期間の違い、担
保の有無、決済制度の差など異なった要素が多く、共通のリスク測定尺度が作れないため、裁量的
Jレールとして対応し、導入されなかった。
e.内部モデルによる自主規制
ノfー ゼ1レEでの改正における自主規制、裁量性などの特徴は、米国での動きの中で煮詰められ、そ
して全体的な動きとして定着していった。
米国は、 1992年12月から「連邦預金保険公社改革法」を適用した。これは各金融機関を4種
類の自己資本比率に基づき、 5段階に評価し、資本水準の高い二つのゾーンは資本が適正水準とさ
れ、業務規制はないが、低い三つのゾーンは資本不足として様々の制約ーたとえば証券業務など新分
野への進出の認可・を受けることになっている。
その後、 BISは1995年4月12日、 1997年末にも導入予定の新自己資本比率規制案を発
表した。新規制には金融界で急速に拡大しているデリパテイブ取引による市場リスクの管理を促す狙
いがあった。融資先が倒産して貸し倒れが発生する信用リスクに焦点を当て、 8%以上の自己資本比
率を求める当時の規制を修正し、市場リスクと同額以上の自己資本を積むことを求めた。
この規制で注目されたことは、市場リスクを計測する目的で各銀行が独自に作る「内部モデル」の利
用が求められたということである。モデルを自力で開発できない銀行は自行に馴染まないBISの計算
式を使い、すでに開発済みの銀行は自らに適合した内部モデルで管理すればよいとされたのである。
自己資本比率の算出方式は、分子の自己資本にはTierl(基本的項目)、 Tier2(補完的項目)、
Tier3 (短期劣後債務:マーケット・リスクのみに対応)を加算した額を分母である資産にリスクを
勘案したリスク・アセット(資産に種類ごとのリスク率、例えば国債は0%、地方公共団体向け貸
出は10%、住宅ローンは50%、一般の貸出は100%等を掛けたものの合計額)で除して算出す
る。このマーケット・リスクとは、金利、株価、為替など市場価格の変動によってオンバランス、オ
フ・バランス双方のポジションに損失が発生するリスクのことである。マーケット・リスクの測定に
は、各銀行が内部管理に使っているValueat Risk(以下、 VaR)などの手法を用いている。
このようにオン・バランス項目だけでなく、オフ・バランス項目もリスク・アセットに加算した背
景には、国際金融市場において金利変動リスクの増大などに対処し、スワップやオプションに関連す
る取引の比重が高まっていたからであった。
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VaRとは、 1994年、 JPモルガンによって開発されたと言われる。当時、同行は、先物、オプ
ション、スワップの取引急増でリスクの対応に取り組んでいたが、このリスクを適宜解りやすく開示
できるツールを整備する必要性に迫られていた。現在有している資産を今後も一定期間保有し続けた
として、株価や金利などの変動にさらされることで、どれくらい損失を被る可能性があるか、過去の
データをもとに統計的に計測するものである。JPモルガンは、このツールを開発しただけではな
く、その手法も公開した。これが、米国の巨大銀行やB1 SによるVaR導入を後押しし、その後の普
及に貢献することとなった。日本においても、金融リスク管理における市場リスクの計算方法として
広く採用された。
しかしこうしたリスク管理手法が、過去のデータに依存していることと、急激な証券化ビジネスの
隆盛で、短期で「予測不可能」なリスクにさらされた時に、何ら有効でないことはリーマンショック
で思い知らされるのである。
3. B I S規制(パーゼルm)の議論と日米英巨大銀行
a.限界見せるBIS規制の議論
ノfー ゼルEは、以下に説明するように、銀行経営への総合的規制となっている。巨大銀行はその質
と量の両方からもはや潰すことが出来ない存在となっている (TooBig To FaiO。したがって、銀行
のリスクは、株主負担のみで回避するものではなく、国家、つまり納税者負担で回避する事態になっ
ているというものである。また証券化ビジネスに見られたような、バランスを欠いた金融商品、統計
学や確率論による思い込みによる商品作りは、世界の金融システムを崩壊に導く 。こうした認識の下
図表4 自己資本比率規制計算式 (BISm)
普通株式等Tierl資本
リスク・アセット 孟4.5%
(最低水準)
総自己資本(Tierl+ Tier2) ミ~8%リスク・アセット
8ぺ;段階的な最低水準の引き上げ及ぴよ乗せ基準の導入
2叫に最低水準蜘創肌が拘(4“ω5拘叩%
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 
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で、国際金融当局はバーゼJレEを導入していこうとしているのである。
しかし、こうした規制が、必ずしも有効に機能するとは思えない。なぜなら、これら巨大銀行は、
どのように大きくなっても、個別的存在であることに変わりないからである。したがって、巨大銀行
の経営陣は、株主利益を今後も追求していくであろう。 BIS規制と株主利益の狭間で、これからも
苦悶伸銀を繰り返していくであろう。
b.パー ゼJレEの概要
ノTー ゼjレmは、リーマンショックなど金融危機の再発を防ぎ、国際金融システムのリスク耐性を強
固にするという観点から、国際的金融規制の見直しが進められ、合意が成立したものである。
具体的には、自己資本比率規制が融格化されたこと、定最的な流動性規制や、過大なリスクテイク
を抑制するためのレパレッジ比率が導入されたこと、などである。
本規制は、 2013年から段階的に実施され、最終的には2019年から完全実施されることに
なっているo
C.自己資本の量と質の強化
これは、自己資本の充実を、いわゆる利益準備金と普通株式に限定したものにしていこうというも
のである。所要自己資本の増加、資本の質の純化ということで、ハイブリッド資本や持ち合い株は控
除するということである。
具体的には、資本水準の引き上げをはかり、普通株式等のTier1比率、 Tierl比率の最低水準を引
き上げるというものである。
また資本の質の向上では、①普通株式などTier1に調整項目を適用したこと、②Tierl、 Tier2の適
格要件を厳格化したということである。
具体的な数字を見ていこう。まず自己資本の量の強化では、①自己資本比率の最低基準の引き上
げであるが、 Tierl比率を2%から 4. 5 %. Tierl比率4%から 6%を求めている。総自己資本比
率では8%が維持きれている。②資本保全バッファー (2. 5 %)が創設されると、 Tierl比率は計
7%、総自己資本比率は計10. 5 %となる。
自己資本の質の強化では、①自己資本に算入できる条件の厳格化がはかられ、例えばl部の劣後債
は自己資本に算入不可となる。②資本からの控除項目が拡大され、無形固定資産等を資本から控除し
なければならない。
d.流動性バッファーの増強
パーゼル阻は、 「自己資本の量と質の強化」と「流動性バッファーの増強」という 2本柱になって
いる。
これは流動性カバレッジ比率、安定調達比率を導入して、所要自己資本に加えてさらにこれを段損
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しないように追加的資本を準備していこうとするものである。
まず流動性規制は、景気が悪化した時、銀行経営に危険な兆候が見えた時に、支払能力を確保した
り、預金流出等の対応力を強化しようとしたものである。
次に安定調達比準は、長期の運用資産に対応する長期的・安定的な調達手段を確保していこうとす
るものである。
e.リスク・カバレッジの拡大
これは、景気変動を念頭に自己資本を充実するというもので、景気の良い時は資産のリスクが減少
し、景気の悪い時はリスクが拡大する。景気の波の増幅効果を抑制するような手立てをとるというこ
とである。リスク捕捉の強化として盛り込まれ、カウンターパーティ・リスクの資本賦謀計測方法の
見直しとして説明されている。
201 6年より資本保全バッファーが導入されると、 0-2. 5%が加算される。これは、貸出等
が過剰に増加している時期に、将来の損失発生期に備え、 Tier1またはその他損失吸収力の高い資本
の積立てが求められる。
またG-SIBサーチャージが2016年から 2019年にかけて、 1-2. 5%上乗せされる予
定になっている。
f.リスクの過小評価、見直しの是正
これは、取引先のリスクをしっかりと把握すること、担保の適格性を吟味すること、そして信用不
安が起きたとき、その伝搬を防ぐ手立てをとっておくこと、などである。
具体的には、プロシクリカリテイの綾和と呼ばれ、最低比率を上回る部分、つまり資本バッファー
の目標水準に達するまで、配当・自社株買い・役貝報酬などを抑制するものである。
g.銀行監督の「限界」を強く意識した規制の強化
これは、金融当局の裁量余地を最小化すること、レパレッジ比率の規制、ストレステストなどの導
入が盛り込まれている。
レパレッジ比率とは、自己資本をノン・リスクベースのエクスボジャーで除したものであるが、こ
れはエクスポジャーの積み上がりを抑制したものである。
h.マクロ的視点からの規制の強化
これは、銀行経営という立場を越えて、経済全体の状況のリスクを考慮して自己資本を充実するも
のである。
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4.戦略に翻弄されるBIS規制の意味と役割
国際統一基準導入(パーゼJレ1)の理由は、まず第一は、自己資本比率の一定程度の確保は信用リ
スク(与信先倒産の危険性)の回避につながるというものであった。世界的な規模で拡大する信用の
授受は、一国の金融システム管理でそのリスクを排除することは不可能である。また各国の経済基盤
の強弱は様々であり、一つの箇所からの信用の破綻は世界的な金融システムの破錠につながらざるを
えない。こうした信用リスクの回避がBIS規制導入の一つの背景で、あった。
国際統一基準導入(パーゼル1)の理由の第二は、銀行聞の競争上の不平等の排除であった。とく
に日本の信用の当時の急激な膨張が最も大きな導入理由とされた。日本製品の競争上の優位と土地や
株式の資産価格の上昇は日本に少なからざるマネーを招き寄せたが、その集中されたマネーは株式持
合いなどによる錬金術によってさらに拡大され、権外の不動産の取得や企業のM&Aに向けられた。
いわゆるジャパン・マネーの出現である。日本の銀行の成長を目にした英米の銀行関係者は、欧米と
比較して日本の銀行が必ずしも自己資本比率にとらわれず資産を拡大できるという制度的な不平等が
根底にあるとみた。そのため彼らは、自己資本で資産の規模を縛る自己資本比率規制をBISの銀行
規制監督委員会に提案したので、あった。
続いてパーゼルEが導入されたが、 2003年当時、金融庁や日本銀行は、その見直しの意義につ
いて、次のように述べていた。
r1988 (昭和63)年にBIS規制が導入されて既に 15年以上を経ており、本規制は現状に
そぐわなくなっている。具体的には、①銀行の抱えるリスクが複雑化、高度化する中で、金融システ
ムの安定を確保するためには、規制で最低自己資本比率を課すだけでなく、銀行自身の内部管理や、
市場規律に重点を置くべきである。②銀行の業務内容やリスク管理の手法が多様化する中で、すべて
の銀行に同じリスク計測手法の採用を求め続けるならば、却ってリスク管理の向上の妨げとなりかね
ないことから、多様な選択肢を提供する必要が高くなった。③本規制では、リスクの把握が大雑把で
あるため、取引に歪みが生じる例もある。また、オベレーショナル・リスクのように、この規制では
十分把握できないリスクの重要性も増してきた。とのため、リスク計測を精級化する必要が高くなっ
た。」
このようにパーゼル 1. Iによって、日本の都市銀行を抑えることと、巨大米国銀行のリスク管理
での裁量性導入は成功した。しかし、リーマンショックによって金融システム安定化のための信用リ
スクなどリスク回避は失敗した。
したがって、パーゼルEの目的は、リスク回避の見直しが、最大の課題となった。 2008年の
リーマンショックと呼ばれた金融危機を境にして、 2009年以降、先進各国および国際金融当局は
金融危機再発防止に向けた改革案を様々な角度から検討してきた。
各国金融当局で、つくる金融安定理事会 (FS B)は2019年にも、巨大銀行に総損失吸収力 (to・
tal loss-absorbing capacity = TLAC)と呼ばれる新しい資本規制を導入する。 2013年から段階的
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に導入を開始したBIS規制(パーゼルII)に加え、破綻時に株式に転換する債券など損失を吸収で
きる追加資本を積ませる。
具体的な最低自己資本比率はBISIII対応資本10.5 %および巨大銀行向け上乗せ資本1-
2.5%に加えて、損失吸収要件を満たす新資本8-12%を追加する o 合計の比率は最高25%
で、さらに各国は一段の上乗せも検討している。
きて、この金融危機防止策は適正に機能し、そして金融危機の再発は喰い止められるのであろう
か。
残念ながら、これまでのBIS規制の歴史を見ると、金融危機の再発は喰い止められないと言わざ
るを得ない。
なぜならば、 BIS規制は、導入当初から、欧米臣大銀行の経営戦略によって常に翻弄され、もて
あそばれてきたからである。
1 988年、 BIS規制が英米の共同提案として出された時、その理由は、金融危機の未然防止と
国際競争の公平性というこつの大義であった。しかし前者の金融危機の未然防止は、 2008年の
リーマンショックによって、あえなく潰えた。残ったのは、国際競争の公平性である。これは当時、
少量の自己資本で世界に資金を貸しまくる日本の都市銀行の成長戦略を、 8%という自己資本比率で
縛りをかけ、その拡大路線にストップをかけたいという、英米巨大銀行の思惑から提案されたもので
あった。そしてその目的の通り、日本の都市銀行の拡大路線はストップした。
しかし 1980年代後半から次第に勢力を増した「機関投資家(年金、保険、投資信託)Jに
よってROE経営が強〈叫ばれるようになると、 BIS規制は英米の巨大銀行にも樫桔として機能し
始める。
銀行がB1 S規制である自己資本比率(自己資本÷総資産)を維持ないし高めようとすると、自己
資本額を維持ないし高めなくてはならない。しかしROE(利益÷自己資本)の計算において、分母
である自己資本が増加すれば、 ROEが低下してしまう。これでは支配的株主である機関投資家に受
け入れられない。
そこで自己資本を増やさず総資産を減額させることによって、自己資本比率を維持させることにな
るo ところが営業拡大やユニバーサル化を進める巨大銀行にとって、総資産を圧縮することは容易な
ことではない。
しかし、幸いなことに、いや当初からそれを見越していたからかもしれないが、自己資本比率規制
は、その計算において分母は総資産ではなく「リスク資産」である。このリスク量は、当初のBIS
Iでは、パーゼル委員会が設定した資産に対するリスク比率(掛け目)をもとに算出していた(例え
ば、 OECD加盟の国債はリスクが少ないとして、掛け目は0%であった)。
しかし、 2007年のBIsnからリスク管理能力が高いとする一部の銀行は、自らの管理モデル
利用を容認して、一部企業向けの掛け目を引き下げ、事実上、規制上のリスク量を圧縮した。一部巨
大銀行の平均リスク掛け目は、 1993年の70%から、 2008年には40%に低下したと言われ
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こうしてリスク資産の極槍から解放された一部巨大銀行は、自己資本比率の維持を気にせずに、 R
OE重視の経営姿勢で住宅関連や金融派生商品のビジネスに遁進していった。規制監督当局も、銀行
が使っているモデルを正確に評価出来ず、ただ黙認するだけであった。
そしてこれが、リ}マンショックの引き金の重要な要因となった。
それでは、今回の金融安定理事会 (FS B)による巨大銀行への総損失吸収力 (TLAC)と呼ばれ
る新しい資本規制は、国際金融システムの安定化に機能するのであろうか。金融安定理事会は、パー
ゼル委員会を自らの下部に位置付け、最低自己資本比率は最高25%とし、安定化に万全のように見
える。
しかしとりわけ英米の巨大銀行は、 ROE経営および株主利益極大化の目的の下、経営戦略的にB
1 S規制を利用し、そして都合の良いように変克し、自らの利益のために「悪用」してきた。今度の
総損失吸収力 (TLAC)が、またもROE経営および株主利益極大化という経営戦略の前に骨抜きに
されないという保証はない。
金融安定理事会は、パーゼル委員会の位置付けや自己資本比率の数字を議論するだけではなく、巨
大銀行そのものの在り方やROE経営および株主利益極大化の経営そのものなど経営戦略や経営行動
の問題点を検討して、どうすれば本来の国際金融安定化が実現するのか、根本的かっ本質的な問題提
起をしてもらいたいものである(1)。
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順図表5-1三菱東京U刊フJナンシャJI-グループ・自己資本比率に関わる関連デ-$1
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
総収益
2.772.528 2.555.183 2.628.509 4.293.950 6.094.033 6.393.951 5.677.460 5.040.282 4.528.933 4.951.095 4.763.225 3.753.023 4，229.501 
Gross prof'rts 
営業費用
Gene悶l副 dadministr説明 3.132.790 1.976.812 2.035.218 3.215.888 4.636.953 5.364.938 5.594.652 4.494.585 3.882.501 3，479.103 3.419.049 2.289.375 2.584.104 
expenses 
貸倒引当金
Impainnent charges on tinancial 28.789 192.281 360.388 165.135 75.519 26.514 86.849 
assets 
税引前損益
1.501.097 1.508.730 1，020.879 115，061 596.732 639，561 1，448，124 1，353.789 1，543，030 1，614，757 
Pro日ν105sbefo陪也x
当期締領益
-161.495 560，815 338，416 77白.719 880，997 636.624 -256.952 388.734 583.079 981，331 852.623 984，845 1.033，759 
Net orofltlloss 
株主資本
6，400，081 7.115.707 7.680，685 8.958，783 9，104，972 9.909.575 10，578，356 11，346，299 11，328，666 
To也Ishareholders・e刑 ity
総資産
99.175.319 106.615.487 110，285.508 187，046，793 187，281.022 192，993，179 198，733，906 204，106，939 2116.227.081 218，861，616 234，498，701 258，131，946 286，149.768 
Total asse匝
t牽当たり配当額{円) #VALUE! 7，000 1，000 14 12 12 12 12 13 16 18 
Oividends田 rshare(￥】
1株当たり当期純苧l益〈円}
85，011 89，842 86，275 60.621- 29.54 39.95 68.09 58.99 68.29 73.22 Eamin田 Dershare (￥) 
株価{円)
450 1030 930 1800 1330 860 476 490 384 412 558 567 743.7 
Year-end closing s旬ckprice 
ROE 
6.19 16.7 7.89 13.56 11.78 7.99 -3.95 4.91 6.55 10.6 7.96 8.05 7.38 
Retum on shareowners' e刷耐{国)
自己資本比率{第一基準}
10.84 12.95 11.76 12.2 12.54 11.19 11.77 14.87 14.89 14.91 
CaDi白 Iratio 
総自己資本比率{国際統基準)
T otal capital問tioOntem拍jonal 16.68 15.53 15.68 
S恒n由rd)
Tierl比率〔国際統基準)
T陪 rlcapi旬Iratio{Intem副jonal 12.74 12.45 12.62 
S恒ndard)
(単位:百万円)
????
注1・2日03-2005年のデ'-:$11ま単純合算の値である.
注2:JGAAPIこ準艶している.
出所:当祉のアニュアルレポートに基づき、作成
????
?
?
??
? ? ? ?
図表5-2三井住友フィナンシヤJレグJIrー プ・自己資本比率に閣わる調達デ一世
2003 2004 20日5 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
総収益
3，518，293 3，669，531 3，589，871 3，803，089 3，947，786 4，623，545 3，552，843 3，184，688 3，862，660 3，973，075 4，326，809 4，641，880 4，851，202 
Total ooeraune income 
営業費開
4，109，207 3，264，636 3，698，406 2，759，726 3，140，996 3，792，384 3，507，532 2，626，590 3，035，346 3，020，108 3，262，775 3，209，548 3，530，046 Qperating expenses 
貸倒引当金(戻し益}
Impairment charges on financjal 288，902 163，549 23，663 71，278 402，807 201，620 48，720 4，244 36，475 骨 136，212 61，158 
assets (gains) 
税引前損益
-590，914 404，日94 1ー08，536 1，043，362 806，790 928，955 29，495 558，097 827，313 641，627 918，065 1，422，694 1，309，377 
Profrt/loss before担保
当期純損益
-465，359 330，414 -234，201 686，841 441，351 461，536 一373，456 271，559 475，895 518，536 794，059 835，357 753，610 Net profitlloss 
株主資本
2，424，074 3，070，942 2，775，728 4，454，399 2，741，632 3，095，324 2，599，183 4，644，677 4，921，419 5，014，313 5，680，627 6，401，215 7，018，389 T otal shareholderぜe凹 itv
総資産
104，607，449 102，215，172 99，731，858 107，010，575 100，858，309 111，955，918 119，637，224 123，803，098 137，803，098 143，040目672 148，696，800 161，534，387 183，442，585 
Total assets 
1株当たりE当額【円}
30 30 7日 12日 140 65 105 100 12口 120 140 Dividends per sha開(￥〉
1株当たり当er競sh艇are利【益￥(円) 35，8651- 75，642 51，794 56，6571- 244 337 244 3司6 561 449 Eamings per share ( ~) 
株価(河)
2，120 7司70日 7，260 13，0司O 10，700 6，560 3，410 3，090 2，586 2，723 3，775 4，409 4，601 
Year-end closinR: stock町iCD
ROE 
31.7 33，2 13，1 13.2 12.3 Retum 0内 shareo棚田開 e叩耐{同 7，63 9.8 10.3 13.7 7.3 
自己資本比率(第基準)
10.1 11.37 9.94 12.39 11.31 10.56 11，47 15.02 16.63 16.93 Capital ratio 
総自己資本比率(国際統基準)
Total capI凶問むo(Intemational 14.71 15.51 16.58 
Standard) 
Tier1比率(国際統基準)
Tier1 capital聞 tioOntemational 10.93 12.19 12.89 
Standard) 
{単位:百万円}
??
?
?
注1:JGAAPIこ準拠している.
出所向性のアニユアルレポートに基づき、作成
{単位:百万円)
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
総収益
2.233.651 2.112.346 1.993.098 2.002.439 2.117.399 1.660.932 1.806.967 1.996.615 2.025.322 2.0日3.075 2.171.716 2.035.281 2.247.738 
Gross profrts 
営業費用
Gene 悶 Iand adminis回世ve 1.237.641 1.125.905 1.091.348 1.095.243 1.091.602 1.124.527 1.192.701 1.317.247 1.277.848 1.283.847 1.244.647 1.258.227 1.351.611 
exoenses 
貸倒引当金
Impainnent charges on官nancial 2.092.369 302.726 231.950 84.709 142.639 201.722 554.344 262.380 76.103 42.569 136.983 23.355 87.051 
assets 
税引前損益
-2.262.172 881.240 943.059 980.142 974.898 486.062 -405.877 377.765 635.425 716.449 717.832 985冒366 990.632 
Pro罰tllossbefo開祖x
当期純損益
-2377172 406982 627383 64司903 620965 311224 -588814 239404 413228 484519 560516 688415 611935 Net町。，fitlloss
棒主資本 2.661.006 3.644.396 3，905，128 4，804，993 3，360 _ 055 3，425，68。 2.554 3.201.219 4.248.209 4，162.149 5，174，601 5，676，215 6.t31，166 
To恒1sha問holders'equity 
総資産
134032747 137750091 143076236 149612794 149880031 154412105 152723070 156253572 160812006 165360501 177411062 175822885 189684749 T otal assets 
1株当たり配当額(円}
9 3.000 3.500 4.000 7.000 10.000 10 日 6 自 B 6.5 7.5 Dividends田 rshare(￥) 
1株当たり当期純利益(円}
18.755 37.719 46.234 48.803 24.640 15.57 19.27 19.75 22.05 27.12 24.1 Eamings per sha陪(￥)
株価(円)
96.8 448 507 963 759 365 188 185 138 135 199 204 211 Year-end closing stock price 
ROE 
RebJm on sha問。wne目' -183.70 135.20 54.30 26.30 16.70 8.50 -29.60 10.97 11.78 11.36 10.99 11.65 8.6 
e叩耐{胃}
自己資本比率(第一基準}
9.53 11.35 11.91 11.59 12.48 11.7 10.53 13.46 15.3 15.5 Gapital間百。
総自己資本比率(国際統基準)
To也1capi也l阻冠。(Intemational 1- 14.19 14.36 14.58 
S旬n也rd)
丁目erl比率(国際統一基準)
Tierl capital ra話。(In匝mational 1- 11.03 11.35 11.5 
S旬ndard)
図表5-3みずほフィナンシャルグJIrーブ・自己資本比率に関わる関連データ
????
※ JGMPIこ準拠
出所:同社のアニュアルレポートに基づき、作成
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??
???
???
図表5-4JPモルガンの自己資本比率に関わる関連デ-11
2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008目12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 To凶 netrevenue 33，186 29，344 29，614 33，191 42，736 54，248 61.999 71，372 67，252 100，434 102，694 97，234 97，031 96，060 94，205 
利息以外の費用
23，073 23，596 22，764 21，878 34，336 38，926 38，843 41，703 43，500 52，352 61，196 62，911 64，729 70，467 61，274 T otal non;nterest expense 
貸但i評価損
1.380 3，182 4，331 1，540 2，544 3.483 3，270 6，864 20，979 32，015 16.639 7，574 3，385 225 3，139 Pmvision for c問 ditlosses 
税引吉i利益
8，733 2，566 2，519 9，773 5，856 1，839 19，886 22，805 2，773 16，067 24，859 26，749 28，917 25，914 29，792 [ncame before income tax 
当期純利益 Net income 5，277 1，694 1，663 6，719 4，466 8，483 14，444 15，365 5，605 11，728 17，370 18，976 21，284 17，923 21，762 
1株当たり現金配当 1.28 1.36 1.36 1.36 1.36 1.36 1.36 1.48 1.52 0.20 0.20 1.00 1.20 1.44 1.58 Cash dividends declared oer share 
1株当たり利益
2.99 0.83 0.81 3.32 1.59 2.43 4，16 4.51 1.35 2.27 3.98 4.50 5.22 4.39 5.34 Basic eam in.ea Der ordinarv share 
株主資本総額
42，338 41，099 42，306 46，154 105，653 107，211 115，790 123.221 166，884 165，365 176，106 183，573 204.069 211，178 232，065 To恒Istockholders' e凹恥
総資産 To凶 assets 715，348 693，575 758，800 770，912 1，157，248 1.198.942 1，351.520 1，562，147 2，175，052 2，031，989 2，117，605 2，265，792 2，359，141 2，415，689 2，573，126 
株価の値幅 32.38-67.17 29.04-59.19 1526-39.68 20.13-3826 34.62-43.84 32.92-40.56 37.88-49β0 40.15-5325 19.69-50.63 14.96-47.47 35.16-4820 27.85-48.36 30.83-46.49 44.20-58.5 52.97-63.49 
Price rane:e Qer common share 
ROE 
Post-tax retum on common 16 4 4 16 6 8 13 13 4 s 10 11 11 9 10 
shareholders' e刷 itv偶}
ROA 
0.85 0.23 0.23 白87 0.46 0.72 1.10 1.06 0.31 0.58 0.85 。.86 0.94 0.75 日目B宮E9st-tax retur:1 on assets(目)
総自己資本比率
12.0 11.9 12.0 11.8 12.2 12.0 12.3 12.6 14.8 14.8 15.5 15.4 15.3 14.4 13.1 T otal capital ratio (%) 
Tierl capital ratio (目) 8，5 8.3 8.2 8.5 8.7 8.5 8.7 8.4 10.9 11.1 12.1 12.3 12，6 11.9 11.6 
{単位:百万ドル)
出所司斗Pモ}I"古語面蚕年度のアニュアルレボー ドIこ基づき、作成
??
??
?????????
????
(単位:百万ドル)
冨表5-58ank of Americaの自己資本比率に関わる関連デ-$1
項毘 2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 Totalrevenue， net of 
32.931 34.638 34，503 37，914 48，894 57，175 72，776 66，833 72，782 119，643 110，220 93，454 83，334 89，801 85，116 
interest exoense 
総費用
18，633 20，709 18，445 20，155 27，027 28，269 34，988 37，114 40，594 63，992 68，888 76，452 72，093 69，214 75，117 AlI other nonin担問ste里pense
貸倒評価損
2，535 4，287 3，769 2，839 2，769 4，014 5，010 8，385 26，825 48，570 28，435 13，410 8，169 3，556 2，275 
Provision for credit loss-es 
税引目IJ損益 11，788 10，117 12，991 15，861 21，221 24.480 31，973 20，924 4.428 4，360 -1.323 230 3，072 17，031 7.724 
Income(loss) before income taxes 
当期漫益
7，517 6，792 9，249 10，810 14，143 16，465 21，133 14，982 4，008 6，276 -2，238 1，446 4，188 11，431 4，833 
Net income(Joss) 
株主資本総額
47，132 48.678 47，613 49，204 84，183 99，861 130，463 136，662 164，831 231，444 228，248 230，101 236，956 232，685 243，471 
Total shareholders' eQuity 
総資産 To也Iassets 670，078 644，887 653，774 749，056 1，044，660 1，269，892 1，466，681 1，602，073 1，843，979 2，230，232 2，264，909 2，129，046 2，209，974 2，102，273 2，104，534 
1株当たり損益
Basic eamings(loss) per common 2.28 2.13 3，04 3.63 3，76 4.08 4，63 3.32 0.54 -0.29 0.37 0.01 0.26 0.94 0.36 
share 
t株あたり配当 1.03 1.14 1.22 1.44 1.7 1.9 2.12 2.40 2.24 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04 0.12 Dividends paid per common share 
|株価(年末) Market price 22.94 31.48 34.79 40.22 46.99 46.15 53.39 41.26 14.08 15.06 13.34 5.56 11.61 15.57 17.89 
ROE 
Post-tax retum on average 15.96 13.96 19.44 21.99 16.83 16.51 16.27 11.08 1.80 口.04 1.27 4.62 1.7 
shareh olde rs'哩』並(覧)
ROA 
1.12 1.05 1.41 1.44 1.35 1.30 1.44 0.94 0.22 0.26 0.06 0.19 。.53 0.23 
Post-retum on ave悶 geassets(也)
Tierl capital ratio (的 7.50 8.30 8.22 7.85 8.10 8.25 8.64 6.87 9.15 10.40 1.24 12.4 12.89 12.2 13.4 
総自己資本比率 11.04 12.67 12.43 11.87 11.63 11.08 11.88 11.02 13.00 14.66 15.77 16.75 16.31 15.1 16.5 
T otal capital rat旧作)
出扇:8ank of Americaの子三ュアルレ示L卜に墓ラ正吾歳。
???
??????
?
?
??
???
(単位:百万ドル}
項目 2000.12 2001..12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 Revenues， net of 
75，186 67，367 71，308 77，442 76，223 80，077 86.327 18，495 51，599 80，285 85.749 71，261 69，160 76，419 16，882 
interest exロense
営業費用
38，559 36，528 37，298 39，168 48，149 43，549 50.301 59，802 69，240 47，822 46，824 50，180 50，036 ヰ8.408 55，051 Operatinl! ex.penses 
貸倒評価損
5，339 6，800 9，995 8，046 6，658 7，911 7，537 17，917 34.114 40，262 25，809 12，359 11，329 8，514 7，467 
Provision for credit losses 
税引前利益
21，143 20，519 20，531 26，333 21，416 28，557 28，489 776 -52，355 市 7，799 13，116 14，772 7，825 19，497 17，346 
Income before taxes 
当期損益
13，519 14，126 15，276 17，853 17，046 24，589 21，53日 3，617 -27.684 -1.606 10，602 11，067 1，541 13，673 7，313 
Net income/loss 
株主資本総額
66，200 81，241 86，718 98，014 109，140 112，386 119，632 113，447 141，630 152，700 163.468 177，806 189，049 203，992 210，185 
Total shareholders' eaui耐
総資産 To出Iasse'恒 902，200 1.051，850 1，097.590 1，264，032 1，483，950 1，493.886 1，884，167 2，187，480 1，938，470 1，856，646 1，913，902 1，873，878 1，864，660 1，880，035 1，842，181 
1株当たリ利益
Basic eamings per ordinary 2.69 2.79 2.99 3.49 3.32 4.84 4.39 0.73 -56.29 -7.99 3.53 3.6 2.42 4.34 2.20 
share 
1株あたリ配当
Dividends decla陀 dper 116 110 83 71 1.6 1.76 1.96 2.16 11.20 0.10 0.03 0.04 0.04 日04
common share 
株価(年末) Ma内etprice 490.09 481.99 351.9 485.4 483.5 484.7 558.8 292.9 68.00 33.20 47.60 26.31 39.56 52 54.11 
ROE 
Post-tax return on average 22.4 19.7 18.6 19.8 16.9 22.2 18.7 3 -20.9 【1.1 6.8 6.3 4.1 7 3.4 
shareholders' eQuity (目)
Tierl capital (%) 8.38 8.42 8.47 8.91 8.74 8.79 8.59 7.12 11.92 11.67 12.91 13.55 9.05 11.25 11.47 
総資本比率 To国Icapi凶(百) 11.23 10.92 11.25 12.04 11.85 12.02 11.65 10.7 15.7 15.25 16.59 16.99 10.83 12.65 12.81 
グルー プアニュアルレ示二両三墓ー さき、作成。
図表5-6シ子ィーグループの自己資本比率に関わる関連デ-$1
出所シティ
???
? ? ? ? ?
図表5-7Wells Fargoの自己資本比率に関むる関連データ
項目 2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 To'凶問venues 20.699 20，981 25，249 ~8 ，389 30，059 32，949 35.691 39.520 41.877 88.686 85，210 80，948 86.086 83.780 84.347 
総費用 12，889 13，794 14，711 17，190 17，573 19，018 20，742 22，746 22，598 49，020 50，456 49，393 50，398 48，842 49，037 
T otal eXDenses 
貸倒評価損 1，284 1，727 1，684 1，722 1，717 2，383 2，204 4，939 15，979 21，668 15.753 7，899 7.217 2.309 1，395 
Provision for credi止losses
税事l前利益 6.549 5，460 8，854 9，477 10.769 11.548 12，745 11，835 3.300 17，998 19.001 23，656 28，471 32.629 33，915 Net income before旬X
当期損益 4.012 3，411 5.434 6，202 7.014 7.671 8.482 8，057 2.655 12，275 12.362 15.869 18.897 21.878 23.057 Net income(loss) 
株主資本 26，461 27.175 30，319 34，469 37，866 40，660 45，876 47，628 99，084 111.786 126，408 140，241 157，554 170，142 184，394 Sha聞 holders'eauitv 
総資産 To旬Iassets 272，382 307，506 349，197 387，798 427，849 481，741 481，996 575，442 1，309.639 1.243，646 1，258.128 1，313.867 1，422，969 1.523.502 1，867.155 
1株当たりも員益
Basic eamings (loss) per 2.35 0.99 1.60 1.84 2.07 2.27 2.52 2.41 0.70 1.76 2.23 2.85 3.40 3.95 4.17 
common share 
1株あたり配当
Oividends paid per common 0.9 0.50 0.55 0.75 0.93 1.00 1.08 1.18 1.3 0.49 0.2 0.48 0.88 1.15 1.35 
share 
株価(年末) Ma曲目price 55.69 43.47 46.87 58.89 31.08 31.42 35.56 30.19 29.48 26.99 30.99 27.56 34.18 45.40 54.82 
ROE 
P陪一泊xretum on averヨge 18.53 14.88 19.63 19.36 19.57 19.59 19.65 17.12 4.79 9.88 10.33 11.93 12.95 13.87 13.41 
shareholderぜa ロu・耐 (世}
Tier1 capital (克) 7.29 7.43 7.7 8.42 8.41 8.26 8.95 7.59 7.84 9.25 11.16 1.33 11.75 12.33 12.45 
総自己資本比率
10.43 11.01 11.44 12.21 12.07 11.64 12.5 10.68 11.83 13.26 15.01 14.76 14.63 15.43 15.53 To也Icapi旬I(唱)
{単位:百万ドル}
??
?
?
出所:WellsFargoの各年度のアニュアルレポートに基づき、作成。
? ? ? ? ? ? ? ?
? ?
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図表5-8Goldman Sachsの自己資本比率に関わる関連データ
項目 2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 Total revenue， 16，590 15，811 13.986 16，012 20.951 25，238 37，665 42，000 17，946 37，766 33，658 23，61自 34，163 364，206 34，528 
net of interest exoense 
総費用 1，570 12，115 10，733 11，567 14，275 16，965 23，105 28，383 19，886 25，344 26，269 22，642 22，956 22，469 22，171 
Total ooeratinlt exoenses 
税引前損益 5，020 3，696 3，253 4，445 6，76 8，273 14，560 17，604 2，336 19，829 12，892 6，169 1，207 1，737 12，357 Pre-tax earnin箆5/1055
当期損益
3，067 2，310 2，114 3，005 4，553 5，626 9，537 11，599 2，322 13，385 8，354 4，442 7.475 8，040 8，477 
Net eamir官 S
株主資本総額 16，530 18，231 19，003 21，632 25，079 28，002 35，786 42，800 64，369 70，714 77，356 70，379 75，716 78，467 82.797 Total sh.reholders' eQuity 
総資産 τ。匂1assets 284，410 312.218 355，574 403，799 531，379 706，804 838，201 1，119，796 884，547 848.942 911，332 923，225 量38.555 911，507 856，240 
1株当たり領益
Basic eamings(Jo5s) per 6.33 4.53 4.27 6.15 9.3 11.73 20.93 26.34 4.67 23.74 14.15 4.71 14.63 15.46 17.07 
common share 
1株あたり配当
Dividends paid per 。.48 0.48 0.48 0.74 1.00 1.00 1.30 1.40 1.4日 1.05 1.40 1.40 1.77 2.05 2.25 
common share 
株価(年末) Market price 106.94 92.75 68.1 98.73 104.84 134.12 201.6 226.64 78.99 168.84 168.16 90.43 127.56 177.26 193.86 
ROE 
P05t-taX retum on 
18.5 13.0 11.3 15.0 19.8 21.8 32.8 32.7 4.9 22.5 11.5 3.7 10.7 1 11.2 
ave悶ge5hareholde同'
eαuity (%) 
Tierl capital (唱) 15.6 15.0 16.0 13.8 16.7 16.7 13.8 
総資本比率 18.9 18.2 19.1 16.9 20.1 19.9 16 
T otal capital (紛
(単位:百万ドル}
出所:Goldman 5achsの各年度のアニュアルレポートに基づき、作成。
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図表5-9Morgan S'恒ηleyの自己資本比率に関わる関連データ
項目 2000.12 20日1.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 Total問venues 45，105 43，874 32，415 29.447 32，296 47，077 70，736 85，328 19，358 22，393 30，332 31，88口 26，311 32，493 34，275 
総費沼
17，629 16，359 14，389 12，551 14.802 17，209 20，736 24，585 20，660 22，057 25，032 26，137 25，597 27，935 30，684 
Total exoenses 
貸倒評価損
Provision for consumer loan 810 1，052 1，336 1，267 925 878 756 478 -113 155 902 -90 
losses 
税引目IJ損益
Income(loss) before ;ncome 8，554 5，734 4，720 5，070 5，517 6，316 9，103 3.41 1，410 1，128 6，198 6，099 515 3，656 3，681 
taxes 
当期損益
5.456 3，521 2，988 3，787 4.486 4，939 7.472 3，209 1，778 1，406 5，702 4，645 716 2，932 3，467 Net ;ncome(loss) 
株主資本総額
17，014 20，716 21，885 24，867 28，206 29，182 35，364 31，269 50，831 46，688 57，211 62，049 62，109 65，921 70，900 T ota! shareholders' e即陶
総資産 To包Iasse'恒 i21，279 482，628 529，499 603.022 747.57& 898.835 UH，1j12 1.045.409 659.035 771.462 807，698 749.898 780.960 832.702 801.510 
1株当たり損益
8as;c eamings(loss) per 4.95 3.21 2.76 3.52 4.15 4.70 7.38 3.13 1.45 -0.77 2.64 1.25 -0.02 1.39 1.64 
common share 
1株あたり配当
Dividends paid per common 0.80 0.92 。.92 0.92 1.00 1.08 1.08 1.08 1.08 0.17 0.20 0.20 0.20 0.20 0.35 
share 
|株価(年末) Marl悼 torice 79.25 55.94 39.92 57.87 55.52 56.74 81.43 53.11 15.19 29.49 27.33 15.13 18.62 30.69 38.38 
ROE 
Post tax rertsu'ren ouoin h，av{e目悶)Ee 30.9 18.5 14.1 16.5 16.8 17.3 23.5 8.9 4.9 9.0 3.8 4.3 4.8 
Tierl capi回1(目) 17.9 15.3 17.7 16.2 15.5 15.6 14.1 
総資本比率 To国Ic叩lital(%) 26.8 16.4 16.0 17.5 18.5 16.9 16.4 
(単位:百万ドル〉
? ? ?
ー
出所:Morgan Stanleyのアニュアルレポー ト!こ基づき、作成。
???
???
(単位:百万ドル)
項目 2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 T。拍l叩 eratingincome. 24，573 25，888 26，595 41，072 50，587 57，637 65，366 78，993 81，682 66，181 68，247 72，280 68，330 64，645 61，248 net of insurance claims 
営業費用
14，087 15，404 15，808 22，532 27，689 29，514 33，553 39，042 49，099 34，395 37，688 41，545 42，927 38，556 41，249 
TotaloDe同tinlrexoenses 
貸倒評価損 Impainnent 1，039 3，331 1.752 6，243 6，384 7，801 10，573 17，242 24，937 26，488 14.039 12.127 8.311 5.849 3，851 
営業利益 O阿国tingprof"rt: 9.447 7.153 9，035 12.297 16.514 20.322 21，240 22.709 7.646 5，298 16.520 18，608 17.092 20，240 16，148 
税引前利益 Profitbefore tax 9，775 8，000 9，750 12.816 17，608 20，966 22，086 24.212 9，307 7，079 19.037 21.872 20.649 22.565 18.680 
当期純利益
7，366 6.012 7.116 9.696 13.010 15，873 16，871 20，455 6.498 6.694 14，191 17.944 15.334 17.800 14.705 
Profit for the year 
棒主利益
Prof"rt: for the year attributable 6，457 4.992 6.239 8.774 11，840 15.081 15.789 19，133 5.728 5.834 13.159 16.797 14.027 16.204 13.688 
to equity sha開 holde問
稼主資本総額
45.631 45.688 51.765 74，473 86.623 92.432 108.352 128.160 100.229 135.661 147.667 157.725 175.242 190，459 199.978 To匂Isha問 holde悶.eauitv 
総資産 T。匂Iassets 673.503 695.545 758.605 1.034.216 1.276.778 1.501.970 1.860.758 2.354.266 2.527.465 2.364.452 2.454.689 2.555.579 2.692.538 2.671.318 2.634，139 
株価{年末) 9.85 8.06 54.98 78.82 85.14 80.47 91.65 83.71 44.15 57.09 51.04 38.01 53.07 55.13 47.23 
market price at出eyear-end 
1株当たり利益
Basic eamings per ordinary 0.74 0.54 0.67 0.84 1.09 1.36 1.40 1.65 0.41 0.34 0.73 0.92 0.74 0.84 0.69 
sha問
1掠あたり配当 。.435 0.48 0.53 0.60 0.66 0.69 0.76 0.87 0.93 0.34 0.34 0.39 0.41 0.48 0.49 
Dividends Der ordinarv share 
ROE 
Pos~也x retum on average 15.8 10.6 12.4 13.0 14.4 16.8 15.7 15.9 4.7 5.1 9.5 10.9 8.4 9.2 7.3 
sha陪 holde時'-equity(也)
資本比率 Tierl間回。{紛 9.0 9.0 9.0 8.9 8.9 9.0 9.4 9.3 
コア資本比率 7.0 9.4 10.5 10.1 12.3 13.6 10.9 
Core Tierl ratio (%) 
図表5-10HSBC HOLDINGS PLCの自己資本比率に関わる調達データ
? ?
?
?
出所:HSBC HOLDING PLCの各年度のアニュアルレポートに基づき、作成。
???????????????????
(単位:百万ポンド)
項目 2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2001.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益
T otal incomes.net of insu悶nce 9理494 11.142 11，327 12，411 13，945 17，333 21.595 23，000 21，199 29，123 31，440 32，292 25，009 27，935 25，288 。laims
営業費用 Uperatingexpenses 5，492 6，554 6，624 1，253 8，350 10，527 12，614 13，199 13，279 16，714 20，037 20，886 21，012 21.972 20，729 
営業利益 Operatingpro侃 3，186 3，438 3，218 3，812 4，503 5，235 6，767 1，006 2，389 4，337 5，731 5，804 693 2，892 2，391 
貸倒評価鎮 lmpairment 816 1，150 1，485 1，346 1，093 1，571 2，154 2，795 5，531 8，072 5，672 5，602 3，340 3，071 2，168 
税引前利益 Profi止beforetax 3，392 3，425 3，205 3，845 4，603 5，280 7，136 7，076 5，136 4，585 5，999 5，770 797 2，868 2，256 
当期純鏡益
2，445 2，446 2，230 2，744 3，268 3，447 4，571 4，417 4，382 9，393 4，499 3，868 181 1，297 845 Profit(loss) after tax 
株主資本総額
13，178 14.479 15目146 16，374 16，764 24，430 27，390 32，416 47，41 58，478 60，240 63，959 59，986 63，949 65，958 T otal shareholders' eauitv 
総資産 To国Iasse匂 316，181 356，606 403，007 443，262 538，181 924，357 996，181 1，227，361 2，052，980 1，378，929 1，523，343 1，588，680 1，512，351 1，343，628 1，357，906 
1株当たり利益
Basic eamings!(loss) per 40.4p 36，8p 22.7p 42.3p 51.0p 54.4p 71.9p 68.9p 53.9p 86.2p 28.1p 22宮p (4.8p) 3.8p (0.7p) 
ordinarv share 
1株あたり配当
14，5p 16.6p 18.4p 20.1p 24.0p 26，6p 31.0p 34.0p 11.5p 2.5p 5.5p 6.0p 6，5p 6.5p 自.5p
Dividends cer ordinarv share 
株価(年末) Market pnce 568.75 385 498.25 586 611 730 504 153.4 276 261.25 176.05 262.4 271.95 243.5 
ROE 
Post-tax retum on average 24.8 17.4 14.7 17.0 21.7 21.1 24.7 20.3 16.5 25.6 6.9 6.7 9.0 4.1 5.1 
shareholders' eQuity (目)
資本比饗 Tierlratio (弘) 7.2 7.8 8.2 7.9 7.6 7.0 7.7 7.8 8.6 13.0 13.5 12.9 13.3 9.1 10.3 
出所 Barclaysの各年度アニュアルレポートに基づき、作成。
図表5-11 Barclaysの自己資本比率に関わる関連デー タ
??
?
?
? ?
???
〔単位:百万ポンド)
項目 2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益
Total income， net of 8，771 8，888 8，887 9，672 9，661 10，540 11，104 10，706 9，872 22，526 24，868 20，802 20，517 18，478 16，399 
insurance claims 
営業費用 4，268 4，769 4，913 5，173 5，297 5，471 5，301 5，567 6，100 15，984 13，255 16，459 15，974 15，322 13，885 Operating expenses 
営業利益 tradingsu叩lus 4，503 4，119 3，司74 4，499 4，364 5，069 5，803 5，139 3，772 6，542 11，613 4，343 4，543 3，156 2，514 
貸倒評価損 Impainment 541 747 1，029 950 866 1，299 1，555 1.796 3，012 16，673 10，952 8，094 5，149 2.741 752 
税引前損益 3，791 3，167 2，618 4，348 3，477 3，820 4，248 4，000 760 1，Q42 296 -3.751 -606 415 1，762 
Profit before tax 
株主損益
Profit for the year a世応u匂ble 2，658 2，233 1，790 3，254 2，392 2，493 2，803 3，289 172 2，827 -339 -2，963 -1，4 71 -838 1，125 
to eauitv sha問 holde問
株主資本 101，989 10，326 7，943 9，624 9，489 10，195 11，151 12，141 9，393 43，278 45，354 45，506 41，896 38，989 43，335 Shareholders' eαuitv 
総資産 220，383 235，01 252，561 252，012 292，854 309，754 343，598 353，346 436，Q33 1，027，255 991，405 970，609 933，064 842，380 854，896 Total assets 
1株当たり利益
Basic eamings per ordinary 48.4 40.4 32.1 58.3 42.8 44.6 49.9 58.3 14.3 7.5 -0.5 -4.3 -2.1 一1.2 1.7 
share 
株価(年末) Market price 708.0 746.0 446.0 448.0 473.0 488.5 571.5 472.0 126.0 50.7 65.7 25.9 47.9 78.9 75.8 
ROE 
Posトtaxretu m 0 n ave rage 21.2 18.1 16.8 38.5 22.8 25.6 26.6 28.2 7.0 9.0 -0.8 -6.7 -3.3 -2.0 2.9 
shareholders' eQuity (目)
資本比率Tier1capital (%) 7.9 7.7 7.7 9.5 8.2 7.9 8.2 8.1 7.9 9.6 11.6 12.5 13.8 14.5 16.5 
図表5-12Uoyds Banking Groupの自己資本比率に関わる関連データ
??
??
出所:Lloyds Banking Groupの各年度のアニュアルレポートに基づき、作成。
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(単位百万ポンド)
図表5-13RBSの告己資本比率に潤わる関連デ-$1
項目 2000.12 2001.12 2002.12 2003.12 2004.12 2005.12 2006.12 2007.12 2008.12 2009.12 2010.12 2011.12 2012.12 2013.12 2014.12 
総収益 T otal income 10，995 14，558 17.016 19，281 22，754 25，902 28，002 31，115 15，177 27，578 26，622 24，651 14，715 16，737 15，150 
営業費用
6，223 7，716 8，738 8，753 9，931 1，946 12，480 14，435 34，051 16，569 17，456 17，134 15，757 17，466 13，859 Operating expense 
貸倒評価損
550 984 1，286 1，461 1，428 1，707 1，878 2，128 7，397 13，891 9，235 8，707 5，010 8，120 。Impairment losses 
税引前損益
2，970 4，252 4，852 6，076 6，917 7，936 9，186 9，900 7，397 3，016 154 -1.190 -6.052 -8，849 2，643 Operatin宮profitlOoss)before tax 
当期損益
1，866 2，625 3，074 4，039 5，289 5，558 6，497 7，712 34，542 -ー2，323 ー1，666 ー1，969 -5，890 -8，477 -2，71 Profit/loss for the year 
1株当たり国当 33.0 38.0 43.7 50司3 17.5 20.2 25.8 32.2 19.3 Oivi出ndsdec¥a問d田 rshare(l田 nce)
1株当たり損益
Eamings/loss per ordin町y 66.90 67.6 70.6 76.9 138.0 56.5 64.9 76.4 -1.429.8 57.2 2.9 21.3 58，9 85 0，5 
share(ロence)
株主資本
22，999 26，668 25，071 26，098 31，865 35.435 40，227 53，038 58，879 77，736 75，132 74，819 70.48 59，215 60，192 Stockholders' equi切
総資産 To恒l描 sets 320，069 368，859 411，038 454，428 583，467 776，827 871，432 1，900，51自 2，401，652 1，696，486 1，453，576 1，506，867 1，312，295 1，027，878 1，050.763 
株価(年末〉
15.82 16.72 14.88 16.46 17.52 5.85 6，64 4.44 4，94 2.92 3.91 2.02 3.25 3.38 3.94 Share price at year end(.z) 
ROE 
Post-tax return on common 14.9 16，8 18.3 20.1 20.1 17，5 18，5 18，8 -50.1 ー7.2 一0.7 -2.9 -8‘9 -5町7 17.5 
shareholders' ~gui.!)ι(克)
資本比率Tier1capital ratio (百) 6.9 7.0 7.3 7.4 7.0 7.6 7.5 7.3 10.0 14.1 12.9 13，0 12.4 13.1 13.2 
出所:RBSの各年度のアニュアルレ示Lトiこ基づき;存扇
??
?
?
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注
(1)図表5・1から図表5-13におけるTotalcapital ratioの計算式は、次の通りである。
1.三菱東京UFJFG
連結総自己資本比率=普通株式等Tierl資本の額+その他Tierl資本の額+Tier2資本の額/リスク・ア
セット
2.三井住友FG
連結総自己資本比率=Tier1資本の額+Tier2資本の額/リスク・アセット
3.みずほFG
連結総自己資本比率=Tier1資本の額+普通株式等Tierl資本の額/リスク・アセット
4. JPモルガン
Total capital ratio= Common equity Tier1 capital +Tier2 (long-term debt) /Risk-weighted assets 
5. Bank of America 
Total capital ratio=Common equity Tier1 capital+Tier2 (long-term debt) /Risk-weighted assets 
6. Citibank 
Total capital ratio需 Commonequity Tierl capital + Additional Tierl capital+Tier2capital /Risk-
weighted assets 
7. Wells Fargo 
Total capital ratio= Common equity Tier1 capital +Tier2 (long-term debt) /Risk-weighted assets 
8. Goldman Sachs 
Total capital ratio需 Commonequity Tierl capital + Additional Tier1 capital+Tier2capital /Risk-
weighted assets 
9. Morgan Stanley 
Total capital ratio= Common equity Tierl capital + Additional Tier1 capital + 
Tier2capital /Risk-weighted assets 
10. HSBC 
Total capital ratio= Common equity Tierl capital + Additional Tierl capital +Tier2 capital (capital 
securities)/ Risk-weighted assets 
1. Barclays 
Total capital ratio Common equity Tierl capital + Additional Tierl capital +Tier2 capital (capital 
securities)/ Risk-weighted assets 
12. LLQYDS 
Total capital ratio= Common equity Tierl capital + Additional Tier1 capital+Tier2capital /Risk-
weighted assets 
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13. RBS 
Total capital ratio=Tier1 capital+Tier2capital /Risk-weighted assets 
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